
















A Study on the Nature of Valuation Allowance in Relation  
to Deferred Tax Assets 
 














































対象会社 (財)産業経理協会会員 525社 
調査方法 ファクシミリによる質問項目の送付および回収 
発送日    2009年８月21日 































































































































































































































































A社 2 20%未満 当期純利益の適正な表示法人税等調整額の適正な表示
B社 2 20%未満 繰延税金資産計上額の精度・信頼性の向上
C社 4 100% 繰延税金資産の回収可能性の向上
D社 4 100% 繰延税金資産の回収可能性の向上  
61 
2-1. 監査上の分類が上位の会社 
事後ヒアリング調査によれば、監査上の分類区分が２に属する A 社および B 社は
評価性引当額を計上することのメリットを以下のように認識している。 











これに対して、監査上の分類区分が４に属する C 社および D 社は評価性引当額を
計上することのメリットを以下のように認識している。 
























































































































A社 2 20%未満 繰延税金資産計上時点の修正
B社 2 20%未満 繰延税金資産計上時点の修正
C社 4 100% 繰延税金資産計上時点の修正繰越欠損金は一時差異解消時点の修正




上時点の回収可能額を修正するもの」としてとらえている A 社および B 社について
分析する。 













































































































































0.回答なし １.水産・農林 ２.鉱業 ３.建設 ４.食品 ５.繊維
4社 0社 0社 14社 13社 2社
６.パルプ・紙 ７.化学 ８.石油・石炭製品 ９.ゴム製品　 10.窯業 11.鉄鋼
3社 25社 4社 2社 4社 7社
12.非鉄金属 13. 金属製品 14.機械 15.電気機器 16.輸送用機器 17. 精密機器
5社 2社 9社 17社 3社 4社
18.その他製造 19.商業 20.金融・保険 21. 不動産 22.陸運 23.海運
12社 24社 6社 9社 4社 3社
24.空運 25. 倉庫・運輸関係 26.通信 27.電気・ガス 28.サービス 　　合　　計


































監査分類 2004年度 2006年度 2008年度
監査分類１ 44社(20.9%) 43社(20.4%) 30社(14.2%)
監査分類２ 93社(44.1%) 105社(49.8%) 87社(41.2%)
監査分類３ 32社(15.2%) 27社(12.8%) 41社(19.4%)
監査分類４ 4社(1.9%) 4社(1.9%) 16社(7.6%)
監査分類４但書 26社(12.3%) 23社(10.9%) 26社(12.3%)
監査分類５ 5社(2.4%) 5社(2.4%) 7社(3.3%)
回答なし 7社(3.3%) 4社(1.9%) 4社(1.9%)





















































7. 100 ％ 16社(7.60%)
　回答なし 2社(0.90%)














































合　計 211社(100.0%)  
 
【問13】　貴社にとって、評価性引当額を計上することのメリットは何ですか(複数回答可)。
会社数
1.繰延税金資産の回収可能性の向上 68社(32.2%)
85社(40.3%)
64社(30.3%)
48社(22.7%)
11社(5.20%)
　回答なし 3社(1.40%)
276社
＊複数回答のため、回答会社数211社を100.0%として会社数の比率を表示している。
選択肢
合　計
2.法人税法調整額の適正な表示
3.当期純利益の適正な表示
4.メリットなし
5.その他
 
 
（2010年９月13日受理） 
 
